連合政策ニュースレター第１１３６号
日時：2009年8月5日（水）17:00～19:00　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場所：厚生労働省省議室

出席者： ＜委員＞ 大日向・恵泉女学園大学教授、吉田・連合生活福祉局次長、飯塚・三鷹市子育て支援室長、市原・三鷹市子育て支援室長、川崎・NTTドコモダイバーシティ推進室長、木原・全国私立保育園連盟常務理事、駒村・慶應大学教授、榊原・読売新聞記者、佐久間・ベネッセ事業部長、佐藤・全国保育協議会施設検討委員会委員長、高橋・日本保育協会理事、椋野・大分大学教授、吉田・遊育代表取締役＜特別部会委員＞篠原・連合生活福祉局長、岩淵、内海＜事務局＞伊岐・雇用機会均等児童家庭局長、香取審議官他

議題：委員長選出、今後の検討課題について
　5日、厚生労働省において、少子化対策特別部会のもとに新たに設置された2つの保育専門委員会のうち、保育提供の仕組みなどを検討する第1専門委員会の第1回が開催された。連合からは吉田生活福祉局次長が委員参加。

　冒頭、伊岐局長より「保育は次世代育成支援の中核である。精力的な議論をお願いしたい」との話があり、事務局より大日向委員の委員長への推薦があり、全会一致で了承された。同委員長は、委員長代理として岩村委員を指名した。
事務局が「少子化対策」に関する政府内のこれまでの議論経過を説明した後、第1専門委員会として、①保育の必要等の判断の仕組み、②保育提供の仕組み、③認可保育所の質の向上、④多様な保育サービス、⑤情報公表・評価の仕組みのそれぞれ詳細設計を検討していくことを確認した。
　吉田・連合生活福祉局次長は、「サービス提供体制を整備していくためには、一定数の質の高い労働力を確保することが必須条件。保育労働者の雇用の安定、適正な賃金水準などを保障する仕組みを検討していく必要がある」、また「市町村が責務を果たしていくため、国の財政保障についても議論したい」と主張した。
　参入の仕組みなどを検討する第2専門委員会は明日開催される。今後は両委員会とも月1回のペースで開催し、来年3月～5月を目途に保育の新たな制度体系に関する考えを取りまとめ、同年5月頃の発表を予定している少子化対策特別部会の報告に反映される。
　その他の委員の主な意見は以下のとおり。
＜佐藤委員＞2300の認可保育所が理解できる議論をしていただきたい。
＜榊原委員＞雇用政策は、公共事業から社会保障分野へと転換するべき。保育制度も雇用政策とリンクさせて議論するべき。
＜川崎委員＞保育士の労働環境とともに、仕事をしながら保育サービスを利用して子育てをするという、保護者側の労働環境も議論したい。
＜椋野委員＞親の立場から、多様なニーズに対して隙間のないサービスを提供できる体制を検討したい。また、制度改革があると地方がこれまでの上乗せ分を廃止し、実質利用者負担増になるケースがありうる。地方負担分について調べていただきたい。
＜佐久間委員＞民間企業に対しても、平等な補助の仕方について議論したい。
＜市原委員＞第1次報告の「公的保育契約」を、市場原理でいう直接契約と誤解している人が少なくない。
＜駒村委員＞「公的保育契約」をより現実的なものにしていくため、課題を洗い出した上で、答えをだしていきたい。
＜吉田正幸委員＞潜在的な保育ニーズにも対応する制度としていくべき。
＜大日向委員長＞なぜ今保育制度改革を議論するかをご理解いただきたい。公的保育が果たしてきた成果と期待が議論の出発点である。しかし、多様化するニーズ、そして少子高齢化への対応という点では、改革が必要であることは共通の認識である。ゼロから新しいものを作るのではなく、現行の制度を改善していきたい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
